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新型コロナ感染症5類移行後の労災

保険の取扱いについて 

 

新型コロナウイルス感染症は、５月８日から

感染症法上の５類感染症に位置付けられる

予定になっています。５類感染症に位置付

けられた後に、業務に起因して新型コロナに

感染したものであると認められる場合の業務

上災害の取扱いについて、厚生労働省が

Q&Aを更新しました。 

 

Ｑ1.労働者が新型コロナウイルスに感染し

た場合、労災保険給付の対象となりま

すか。 

Ａ1.業務に起因して感染したものであると認

められる場合には、労災保険給付の対

象となります。また、新型コロナウイルス

感染症による症状が持続し、療養や休

業が必要と認められる場合にも、労災

保険給付の対象となります。 

Ｑ2.医師、看護師などの医療従事者や介護

従事者が、新型コロナウイルスに感染

した場合の取扱いはどのようになります

か。 

Ａ2.患者の診療若しくは看護の業務又は介

護の業務等に従事する医師、看護師、

介護従事者等が新型コロナウイルスに

感染した場合には、業務外で感染した

ことが明らかである場合を除き、原則と

して労災保険給付の対象となります。 

Ｑ3.医療従事者や介護従事者以外の労働

者が、新型コロナウイルスに感染した

場合の取扱いはどのようになりますか。 

Ａ3.新型コロナウイルス感染症についても、

他の疾病と同様、個別の事案ごとに業

務の実情を調査の上、業務との関連

性が認められる場合には、労災保険給

付の対象となります。感染経路が判明

し、感染が業務によるものである場合に

ついては、労災保険給付の対象となり

ます。感染経路が判明しない場合であ

っても、労働基準監督署において、個

別の事案ごとに調査し、労災保険給付

の対象となるか否かを判断することとな

ります。 

Ｑ4.新型コロナウイルス感染症に関する労

災保険給付があった場合、労災保険

料に影響があるのでしょうか。 

Ａ4.労災保険制度においては、個々の事業

ごとに、労災保険給付の多寡により、

給付があった年度の翌々年度以降の

労災保険料等を増減させるメリット制を

設けています。 

   法に基づき入院措置や外出自粛など

が行われる感染症法上の「新型コロナ

ウイルス感染症」に関連する給付は、

全ての業種においてメリット制の対象外

とし、労災保険料に影響を与えない特

例を設けています。このため、新型コロ

ナウイルス感染症の位置づけが５類

感染症に変更されるまでに労働者が

発病した場合の労災保険給付につい

ては、メリット制による労災保険料へ

の影響はありませんが、５類感染症

に変更された後に労働者が発病した

場合の労災保険給付については、メ

リット制による労災保険料への影響

がありえます。 

   詳細につきましては、厚生労働省「新型コロ

ナウイルスに関するQ&Aを参照ください。  
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